












































































(延宝3年[1675]成立)､ 『土芥窟櫛記』 (元禄3年[1690]成立)､ 『諌懲記後正』 (元禄14年
[1701]成立)､ 『武家諌懲記後正』 (享保17年[1732]成立､寛保2年[1742]加筆)の5つであ
る｡またこれらの｢大名評判記｣が諸大名の蔵書として存在していることが明らかとされている｡
本章では最も早く成立した｢大名評判記｣である『武家諌忍記』の｢教法之巻｣の記述の中から､
武家諸法度第一条を引用しながらも｢文｣を先にするべきとし｢武｣を｢文之末｣として位置付け､
｢文｣の優位性を主張していることを指摘した｡また｢教法之巻｣においては｢文武｣の受容を求
められるのは｢主将｣すなわち大名であり､ ｢臣下｣に対してはその｢主将｣に対して忠義を尽く
すことのみが強調される｡学問および武道その他の素養の受容は､藩を統治する最高責任者の大名
が身につけるべきものとして強く求められる当時の風潮をうかがえる0
｢大名評判記｣研究は近年着手されたばかりであり､その筆者あるいは受容層など末だ解明され
ていないなど課題も数多いが､ 17世紀半ばから18世紀半ばのおよそ百年という期間の中で､大名と
いう存在に対し､どのようなことが期待され､またどのようなまなざしが向けられていたのかとい
うことを探ることのできる格好の史料と言うことができよう｡
第二章　藩主と学問　一仙台藩を事例として一
第二幸では17世紀後半から18世紀前半における仙台藩を事例として､寛文期から元禄期における
政治抗争の中にみられる学問をめぐって発生する対立と､享保期における学文所設置までの経緯の
中における学問をめぐる議論について分析した｡
第一節では､仙台藩4代藩主･伊達綱村について､彼の学問受容および家臣団の学問認識につい
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て考察をおこなった｡仙台藩では万治3年(1660)に三代藩主･伊達綱宗が不行跡により逼塞･隠
居となったことにより､幼君亀千代をいかに｢明将｣あるいは｢明君｣として育てるかが重要な問
題として認識されていた｡その中で里見垂勝･伊東垂門･伊東重孝らは､学問は武家諸法度に明言
されている幕府の方針であるという解釈から､学問により亀千代を｢明将｣ ｢明君｣として教育す
べきであると主張する｡一方で寛文期の仙台藩においては学問は不要なもの､さらには学問は｢武
之用｣にたたない｢悪敷｣ものとする認識も強かった｡また､この時期藩政を掌握した伊達宗勝は
学問を必要なものとして見なす点では里見･伊東らとは共通した見解であったが､完勝は個人間の
学問活動は容認しつつも､当時の幕閣の学問危険視の意向に沿い､集団での学問活動を危険視して
藩政に学問を組み込むことはなかった｡こうした寛文期の仙台藩における学問をめぐる動きの中で､
伊東らは亀千代を｢明将｣ ｢明君｣として教育することが伊達家存続のための政治課題であるとし
て､学問の重要性を訴えていったのである｡
綱村は寛文期に里見らが望んだように､学問を積極的に受容した理想的な大名として自己形成し
た｡またその遺書からもわかるように､彼自身も藩主は藩政を主導するものとしての意志をもって
いた｡そうした意味では綱村は文武両道に積極的で藩政を導く｢明将｣ ｢明君｣像に適合していた
はずであった｡しかし一万で学問を追求しようとする大名の行動は藩政に動揺をもたらし､藩政を
主導しようとする綱村に対しては､大身の家臣らに｢うとき大名｣の方が良いという意見も存在し
た｡また､文教政策の展開とともに､藩政に学問･宗教相互の教義的対立にともなう家臣の対立と
いった問題を内包することにもなった｡こうした教義的対立を誘発する家臣達について､綱村は
｢我意｣にひかれた存在であるとして遺言において警告を与え､次節で述べるように次代の吉村藩
政期における文教政策に影響を与えることとなる｡
第二節では5代藩主･伊達吉村を事例に､特に学問所設置をめく中る吉村および家臣団の学問認識
について考察した｡享保期の仙台藩では､財政問題の要因として士風の衰微が問題視されており､
奉行遠藤守信らから武士の教育の方法として学校建設が唱えられていた｡これに対し前代の綱村代
からの学問に対する危険視を継承した吉村は､学問自体の有用性は認めつつも､実際に藩政の場へ
の儒学導入における弊害を危険視し､また岡山藩の先例にみる学校制度の問題点などから､遠藤の
学校設置を却下している｡その後､儒学者芦東山も学校建設を提言するが､吉村はこれも却下して
いる｡一万で吉村は､元文元年(1736)高橋玉斎が提案した､侍屋敷を再利用した学文所の設置を
許可した｡その開設にあたっては､学問を学んだ者が他者を批判することを戒めている｡この時期
の仙台藩においては､学問の内包する有用性と危険性をいかに藩政の実態と調和させ､藩機構の中
に組み込むかということが課題であった｡
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第三章　元禄期における大名の儒学受容と｢仁政｣政策　一南部行信を事例として一
第三章では元禄期の盛岡藩5代藩主南部行信(藩主在位･元禄5年[1692] ～元禄15年[1702])
の儒学受容と､この時期の盛岡藩政を事例として､大名の儒学受容が､彼らの政治意識や藩政にど
のような影響をもたらすかについて分析･考察した｡
元禄5年(1692)､父重信の隠居によちて行信が藩主となった際､盛岡藩では財政の逼迫が問題
化していた｡行信は元禄8年(1695)に大工･鍛治奉行支配の｢諸職人小足｣を廃止するなど倹約
政策をおこなうものの､同年には連年の凶作から飢摩となり､行信は江戸参勤の免除を幕府に願い
上げて対応にあたった｡こうした状況の中､行信は元禄6年(1693)に開催された綱吉の儒書講釈
に参加した後に積極的な儒学活動を開始する｡こうした行信の儒学受容は､元禄8年(1695)の盛
岡藩における飢健の発生を契機として､やがて元禄13年(1700)より展開する儒教的理念に基づい
た｢仁政｣政策へと繋がっていく｡
元禄13年(1700)､行信は江戸で儒学者本多与市郎･山口静六を登用し､家老に好学な北九兵衛､
勘定大頭に碩学な北川新左衛門を就任させたはか､異母弟である七戸外記愛信を家老席へ出仕させ
た｡また行信は藩財政を監査する御吟味役に｢御側｣や｢奥｣の業務を兼務させることで側近化し､
家老をはじめとした藩役人が定例日に合議する｢大寄合｣ ･ ｢小寄合｣の制度を定め､北九兵衛や御
吟味役を通じて藩政への関与を強め親政体制を構築した｡この行信親政体制のもと､元禄13年
(1700)には百姓の前年までの年貢･役金の末進を帳消しとし､百姓の余剰米を藩が高値で買い上
げる買米政策を実施､さらに百姓の自己申告によって年貢率を定める｢自分検見｣制を導入した｡
盛岡藩の年貢徴収については､行信の父である重信代において､全国的な初期藩政改革のながわを
ならし
うけ､天和2年(1682)に百姓の｢御救｣を掲げて為政者側と百姓側の合意に基づいた｢概｣によ
る定免法が導入されていた｡しかし行信はこれを民の生活を改善するには不十分とし､また検見役
人の不正により年貢率が百姓に不均等に課せられているとして､百姓自身に検兄を任せることにし
た｡
行信の政治意識や儒学観については､元禄15年(1702)に山口静六が作成した行信の墓誌｢信州
公墓誌｣に明確に記されている｡これによれば､百姓の生命維持を目的とした｢概｣制度と｢民を
利する｣ことを目的とした｢自分検見｣制度との政策意図の違いが明確に述べられている｡また､
行信は｢自分検見｣の導入によって､役人の不正が解消されることにより､租税負担の不平等によ
る百姓の苦悩が解消される､と述べている｡ここから､ ｢自分検見｣制度の導入が､検見役人の不
正による年貢率の不均等の抑止を大きな目的としていたことがわかる｡また｢信州公墓誌｣は｢自
せいでんいほう
分検見｣制度を｢井田の遺法｣､すなわち『孟子』に記される｢井田｣の理念に基づくものと評価
しているが､儒教的な｢均の理念｣による理想的な政策とされるのが｢井田｣法である｡つまり
｢自分検見｣制度とは､行信が儒学学習により儒教的な｢均の理念｣を受容した結果､実施された
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政策であった｡
かんみんなおじしもの
この｢自分検見｣制度を実施した際､ ｢肝民猶自私する老｣､つまり百姓側に不正をおこなう者が
これとく
いたため､ ｢之を督せんことを請う｣､つまり従来のように年貢徴収時に藩側で百姓を監督する制度
へ戻すべきという意見が家臣からあがった｡これに対し､行信は自らの民への愛が至らないがゆえ
せいしん
であり､自分が｢誠心｣に民を愛すれば民は従うはずとして､ ｢自分検見｣制度への反対意見を退
けている｡行信の政治理念とは､為政者側の｢愛民｣の精神によって｢仁政｣を実現する､という
ものであり､例え民の側にそれを裏切る者があろうとも､為政者側はひたすら民を愛するべきとす
る､徹底した｢愛民｣主義であった｡
元禄13年(1700)よりおこなわれた行信の｢仁政｣政策は､ ｢均の理念｣と周代の｢井田｣法を
意識した｢自分検見｣制度などの政策によって｢小康｣の実現を目指すという､儒教的な理念に基
づいて実施された政策であった｡
また儒学受容後の行信は､家臣が儒学を学習することが自分への｢忠｣と位置づけて､人物評価
の基準とした｡ここから､元禄13年(1700)前後におこなわれた｢仁政｣政策に向けての藩人事の
交替は､行信による儒学的教養の有無に基づいた人物評価によっておこなわれた｡また行信と儒教
的理念を共有する北九兵衛や北川新左衛門､御吟味役達などが参加する役人寄合日が制度化されて
おり､ここで合議された内容が藩主行信の意向に沿う形で｢衆儀一決｣していたことは容易に想像
し得る｡つまり行信の｢仁政｣政策にとっては､家臣団との政治理念の共有化が大きな課題となっ
ていたのである｡行信の｢仁政｣政策は､民衆の負債解消や｢民を利する｣ための｢自分検見｣制
度を実施する一万で､藩側の財政再建に向けての積極的な動向はみられない｡つまり行信は藩の財
政問題よりも､民衆生活を改善を優先しているのである｡行信は家臣に｢無欲｣であれと主張する
が､それは｢己を損｣じても｢民を利｣する｢愛民｣政策に勤めることが為政者としての責務であ
るとする､彼の政治意識から発せられたものではなかっただろうか｡すなわち､行信の政治思想に
おいて､ ｢無欲｣とは｢愛民｣による政治を裏付ける理念なのである｡ ｢無欲｣な為政者の丁愛民｣
による｢仁政｣の実現､これが元禄期の一大名である南部行信が儒学活動の結果に獲得した､彼の
思想的到達点であったといえる｡
補節　　水戸藩における百姓の自主検見について
本節では､行信と同様に百姓に自主的に検兄をまかせた水戸藩･徳川光園の事例について､若干
の分析･考察をおこなった｡
｢大名評判記｣の光園に関する記述では､光園は世子時代に既にその学識をもって｢明君｣とし
ての評価があり､その評価は以後の｢大名評判記｣にもはば踏襲されていた｡ただしその光園の
｢明君｣像は文化事業と故事に基づいた嫡子交換といった側面のみで語られ､その藩政については
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はば評価の対象とはなっていなかった｡
光園は元革2年(1689)の就藩の際､農村荒廃の進行する水戸藩において､貧民の救済および冒
姓に自主的に年貢率を定めさせる｢百姓手前検見｣を導入する｡これは､従来の検見制度について
光園が藩役人と百姓の不正により正しくおこなわれていないと認識していたことによる｡ ｢百姓手
前検見｣の導入は､ ｢明君｣を志向する尭閲が強化した藩主権力により家臣団の反対を抑えて強引
に実施した政策であった｡しかし､この政策の実施により､水戸藩における年貢収入は大きく減少
し､元禄3年(1690)の光園引退後､ ｢百姓手前検見｣は廃止となっている｡
また､学問に積極的な｢明君｣を志向する光因にとって､水戸藩家臣団は彼の望むような形では
なかった｡光園は家臣団に対ししばしば学問受容を促す仰出をしているが､光園存生時の水戸藩に
おいて∴これが学校設置へと結びつくことはなかった｡ 『西山随筆』において光園が述べているよ
うに､武士にはそれぞれ藩の職務があり､こうした職務を止めて学問をさせるわけにもいかず､家
臣団に対し学問を普及させるのが難しい状況にあった｡この背景には､戦国時代の終結とともに成
立した藩機構の中には学問が位置付けられていなかったことが考えられよう｡
光園のように｢明君｣を志向し学問に基づいて｢仁政｣を志向した際､学問をシステムとして組
み込んでいない既存の藩機構と｢仁政｣への志向を共有し得ない家臣の存在が障壁として立ち現れ
てくるのである｡ここに儒教的理念を掲げて｢明君｣を志向する大名が直面する課題がみえてこよ
う｡
第四章　盛岡藩における元禄十六年｢新法｣事件について
第四章では元禄16年(1703)に行信の｢仁政｣政策を担った藩士達が一斉に処罰された｢新法｣
事件について分析･考察した｡
元禄13年(1700)より南部行信の展開した｢仁政｣政策は､一万で南部家家臣団からの反発に直
面することとなった｡行信の｢仁政｣政策について批判的に記した史料『秘密之夢』は行信政権下
で厚遇される北･北川らへの｢晶屈｣や儒葬の導入､過度な倹約といった行信の政策を､南部家の
｢家法｣を破壊する｢新法｣として批判している｡また行信の｢仁政｣政策における混乱は南部家
存亡の危機としてとらえられ､その中で前藩主である行信の父､重信が｢新法｣に対抗する｢家法｣
の代弁者､さらに藩政の混乱や国膏の危機から藩を救う存在として位置付けられていく｡
そうした要因のひとつに､行信の政治理念が家臣団に理解されていないことがあげられる｡後年
に行信が自らの政治理念が｢群臣において､なお末だ及ぼざる所有る｣と述べるように､ ｢仁政｣
を推進する行信や北九兵衛らと他の家臣達との間には一貫して政治認識の相違が存在していた｡行
信の｢仁政｣政策においては幾度か屋敷替えや役人交代がおこなわれているが､こうしたことが行
信の｢仁政｣政策に対する家臣団に行信の悪意的な人事や北九兵衛らの専横として受け取られ彼
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らへの反感へつながったものと考えられる｡
元禄15年(1702) 6月18日､南部重信が江戸において死去､まもなく行信が10月11日に死去した｡
これにより南部久信が六代藩主となった後､元禄16年に行信の｢仁政｣政策をになった北川新左衛
門らが一斉に処罰され､北九兵衛も家老職を免じられている｡
北川の処罰理由は｢近年無筋企新法｣て｢御家中騒動｣させ､これを重信が｢不屈被思召｣たこ
とが第一の処罰理由となっている｡ ｢新法｣についてはこれまでみてきたように行信の｢仁政｣政
策のこととみて間違いはない｡久信政権は､重信の存在とその藩政期の論理を強調し､行信の｢仁
政｣政策を南部家を混乱に陥れた｢新法｣とみなして否定したのである｡ここに｢新法｣事件にお
ける重信藩政と行信藩政のふたつの政治路線の対立という構図がみてとれる｡
第二に北川が｢年寄共証文も無之｣く｢自分之手形｣によって藩庫より米穀を出すなど､行信政
権期に北川が勘定所の業務において家老の承認なく職務をおこなっていたことを替めている｡これ
は『雑書』元禄14年(1701) 2月14日条に北川と御吟味役が連名で隣藩の八戸藩に蔵米を譲渡した
事例などで確認できる｡また第三には｢奥郡田名部留山｣からの材木の切り出しについて､同様に
家老の証文なく業務をおこなったことが替められている｡これら第二･第三の処罰理由では､北川
らが家老を上位とする｢御家中｣における秩序を乱したことが指摘されている｡ここに｢新法｣事
件における行信親政体制を担う藩主側近と､家老を上位とする従来の秩序を維持しようとする家臣
団との権力闘争という構図を見出すことができよう｡
この他､寺社町奉行の松田与左衛門や花巻御給人松川藤四郎ら､儒葬をめぐる諸士に対する罪状
文では､特に｢公儀｣の宗門政策に抵触することが強調される｡また｢新法｣事件では､行信藩政
期に行信が｢御家中諸民｣あるいは｢万民｣を｢御救｣するため行信が設置した施設･孫御蔵の奉
行であった内城金五郎･久慈野助･高橋九郎右衛門らも処罰されている｡
元禄16年(1703)に盛岡藩で発生した｢新法｣事件は､藩主親政体制をめぐる権力抗争やその政
策路線をめぐる政治的対立､儒葬への賛否をめく中る宗教的対立など､行信の｢仁政｣政策によって
南部家家臣団内部に生じた様々な対立が複合的な要因となって発生した家中騒動であった｡
第五章　享保期の盛岡藩における知識人の政治活動　一北九兵衛の活動を中心に一
第五章では｢新法｣事件に関わった北九兵衛らを中心として､盛岡藩の知識人達の学問活動と享
保年間に発生した彼らに対する再処罰について分析する｡
北九兵衛の学識については初期の漢籍中心から､宝永期を経て軍学中心の傾向へと変化し､これ
にともない北九兵衛には軍書の伝授を望む者達が書物講習を受けに頻繁に訪れている｡同時に､彼
らは『揮天儀』における北川新左衛門の政治思想にみるように､ ｢民｣に負荷をかけるような｢政
のあやまり｣には天道を根拠に諌言をするといった思考を保持していた｡
LIT
享保期における七戸外記･北九兵衛らに対する再処罰については､七戸外記が｢人別銭｣導入に
対し反対運動を展開し､これに北九兵衛らが同調する姿勢をみせたことが要因とされる｡藩内の視
点から描かれた『雑々秘録』は七戸外記の藩主押込計画として､藩外の視点から描かれた『武家諌
懲記後正』は藩主に対する諌言行為であるとしてその評価がわかれている｡ただし､両者ともこの
事件の要因として､この時期盛岡藩が抱えていた政治課題に対する藩政の刷新を訴えたものとみな
している点では共通の見解を示しており､享保の処罰事件をめぐる動きが､ ｢人別銭｣の問題に端
を発した藩政全体の刷新をめくやる対立の中から生じたものであるものと考えられる｡領民に対して
新たに｢人別銭｣を負荷しようとする藩側の動向に対し､かつて元禄期の民政重視を志向した｢仁
政｣政策を担い､ ｢政のあやまり｣には諌言するとした北九兵衛や北川の政治信条は相容れないも
のでありたのだろう｡加えて今ひとつ､七戸外記の強硬な藩政批判には､彼自身の自家経済の破綻
も要田として考えられる｡
第六章　享保期の盛岡藩における倹約政策の展開と挫折
7代藩主南部利幹の藩政後期には､盛岡藩の財政窮乏がさらに進行したことに対し､利幹は藩政
の立て直しを決断する｡利幹は自ら藩役人を任命して藩主権力を強化､倹約政策にむけた政治基盤
を形成する｡これにより利幹は農村における代官の綱紀粛正による地方支配の立て直しと､藩機構
における諸役所の統廃合および勘定所の一括した財政管理による徹底的な冗費削減に着手する｡こ
のように利幹の政策は､自律的に藩財政の再建を目指したもであった｡こうした利幹による倹約政
策には､盛岡藩内の代官を歴任し､元〆に登用された沖弥-右衛門や､かつて北九兵衛のもとで儒
書の講習をうけたことのある南彦八郎や昆吉右衛門らも関与していた｡
しかしこれらの倹約政策は､享保10年(1725)の利幹の死去により､次代の利視代では撤回され
ることとなり､沖弥-右衛門ら利幹の倹約政策を担った藩士達は藩政から排除されることとなった｡
利幹の倹約政策が否定された後の盛岡藩政は､再び｢大源院様御代｣､すなわち四代重信藩政期の
体制へと回帰する｡沖弥一石衛門は､その｢上書｣の中で重信藩政期には財政が好況であり､享保
期の藩政とは大きく様相が異なることを指摘していたが､こうした従来の重信藩政への回帰は､利
幹の徹底した倹約政策の影響をうける藩末端の役人からも望む声があがっていた｡ここから盛岡藩
においては､多くの家臣の間で重信藩政期の体制を維持しようとする政治意識が存在することが確
認できよう｡それゆえに本論文で扱ってきた元禄期の行信による｢仁政｣政策､享保期の利幹によ
る倹約政策は､いずれも藩主死去により､重信藩政期の体制へ回帰することとなっている｡
また､利幹政権における倹約政策が撤回される過程で､家臣達に対して｢書籍に専ら傾き候者｣
との交流が禁じられている｡その理由を考えれば､重信藩政期の体制を維持しようとする藩政の動
きに対して､元禄期から享保期にかけて儒学を学ぶ藩士達は藩政の変革を主張し､これに対抗する
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立場となっており､この時期の藩が儒学を積極的に学ぶ藩士に対して危険視をしていたといえよう｡
終章　｢名君｣としての大名と家臣団
終章では､本論文で扱ってきた17世紀から18世紀にかけての学問論や､大名･武士の学問受容が
地方藩政に与えた特徴的な現象についてまとめた｡
第一に､大名の｢明君｣への志向と学問との関係について､大名の積極的な儒学への取り組みに
は自らを当時の理想的為政者像へ適合させていこうとする｢明君｣への志向が大きな動機づけとな
っていることを明らかにした｡
第二に､大名が儒教的な政治理念を受容して展開する｢仁政｣政策には､飢健時に実施された必
要最小限の生命維持を目的とした｢御救｣にとどまらず､積極的に民に利益を与えて､その生活を
改善していこうとする志向性が存在したことを明らかにした｡ ｢仁政｣としていかされる学問の歴
史的意義である｡
第三に､大名が｢明君｣を志向して学問に積極的に取り組み､藩政を主導的に運営しようとした
時､家臣団のなかには｢うとき｣大名の万が望ましいとする主君観が生み出され､それが家臣団と
の乱操になっていくことを明らかにした｡また､大名が儒教的理念に基づいた｢仁政｣を志向し､
民に対して利を与えるための政策を実行するためには､これに反対する家臣の意見をおさえた専制
的な政治体制を構築することが必要となることも指摘した｡すなわち百姓に対する大名の｢仁政｣
は､裏返せば家臣団に対する大名の｢専政｣となる点も重要な論点である｡盛岡藩ではこうした確
執の結果として､元禄16年(1703)に｢新法｣事件が発生した｡
第酬こ､泰平の時代が続くことによって役人の退廃や士風の衰微という現象が顕著になり､ ｢士
風｣の立て直しが政治課題として浮上してくる｡その士風立て直しの手段として､武上層全体に対
して学問受容が求められるようになるが､仙台藩の事例によれば､学問受容をめぐって藩主と儒者､
家臣との間に少なからぬ認識の相違が存在し､藩主主導によって元文元年(1736)の学文所が開設
された経緯を明らかにした｡′
以上､本論文では､ 17世紀から18世紀にかけて大名や武士層に学問が受容されていく過程を対象
に､学問がらみの政治改革と政治抗争が発生し､学問が藩政のあり方を大きく規定したことを明ら
かにした｡今後は､近世後期に諸藩でみられる学制改革や藩政改革に学問のあり方がどのように関
係したのかを含め､大名と学問の関係をより広く解明することを課題としたい｡
｣り
論文審査結果の要旨
本論文は近世の領主層である大名と家臣の学問受容と政治活動の関係について､ 17世紀後半から
18世紀前半にかけての盛岡藩と仙台藩を対象に検討したものである｡ここでいう学問とは儒学のこ
とだが､領主層の学問受容に関するこれまでの研究は､主に思想史と教育史から行われてきた｡だ
が本論文では､権力闘争と関連づけた新たな視点から､学問が果たした政治史的役割を明らかにす
ることを目的としている｡
序章では､ 17世紀から18世紀にかけて数次にわたって編纂･改訂された大名評判記が､儒学的明
君観にもとづいていることや､ ｢武｣よりも｢文｣を優先させた｢期待される大名像｣に立脚して
いることを明らかにした｡第2章では､伊達騒動後の幼君亀千代をめくやる教育論の対立や成人後の
藩主と家臣との乱棟から､仙台藩における学問観や明君像の多様なあり方を検出している｡第3章
では､ 5代盛岡藩主行信の儒学受容と仁政政策や向学な家臣を重用した藩主親政体制の関係を論じ､
補論では行信に先行して百姓の自主検見政策を実行した水戸光園の家臣団との対立を学問受容の観
点から分析した｡第4章では､ 6代藩主久信政権下で前藩主側近が一斉に処罰された事件を対象に､
前政権下における儒学的仁政観にもとづく政策や儒葬導入などが｢新法｣として排斥された経緯を
明らかにした｡第5章では､ 7代藩主利幹治世下の人別銭導入を断念させた家老七戸外記の周辺に､
前政権で失脚した好学な家臣グループが存在したことを検出し､仁政観をめぐる対立が根底にあっ
たことを検出した｡第6章では､ 7代藩主利幹が実施した倹約政策が8代藩主利視政権では撤回さ
れて領民への課税が強化され､実権を掌握した家老が儒学を学ぶ家臣を危険視していたことが明ら
かにされた｡終章では以上の分析をふまえて､大名の積極的な儒学受容には明君志向が存在し､そ
れにもとづく仁政の遂行と藩主専制が表裏一体であったことなど､学問と政治をめくやる藩主と家臣
との関係を諸種の論点から総括した｡
本論文は､藩政改革や政治抗争に学問が密接に関係していたという､これまでにない新たな視点
から盛岡藩や仙台藩の中期藩政史研究を塗り替えており､高く評価できる｡以上のことから､著者
は自立して研究活動を行うに必要な高度の研究能力と学識を有することが明らかである｡よって本
論文は､博士(国際文化)の学位論文として合格と認める｡
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